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１（現在の）経済産業政策の考え方・方向性
① 現在の経済産業政策の考え方

→地域経済循環を最大化させるべく、生産・分配・支出、非経済的価値の両立の視点から対応し、持続

可能な地域経済を目指す。

② 現在の経済産業政策の考え方

→ 「地域経済の持続可能な発展条例」に方向性や理念、基本的方針を規定し政策を展開。

２ 区内産業の状況
① 地域経済循環 （生産増減率は微増、民間消費は地域外へ流出）

→最大化を図るべく取組を行う必要性があるのではないか。

② 既存産業の状況 （主要産業の事業所数、付加価値、商業施設売上等は減少傾向。稼ぐ力も小さい業種が多い。）

→既存の主要産業の活性化支援に力を入れていく必要性があるのではないか。

③ 事業者の抱える課題（販路開拓や人材育成等に課題感。DXやIT、SDGs等への対応は遅れ気味）

→新たな状況変化への対応や人材育成等の支援に注力する必要性があるのではないか。

④ 起業・創業 （開業率や起業意向は低くはないが高くもない状況。）

→地域経済活性化や多様な働き方の観点からその後押しや環境整備に注力する必要性があるのではないか。

⑤ 多様な働き方の実現（勤務場所は重要な条件。兼業・副業も１/３が実施している状況）

→近隣に働く場があること、自ら事業を起こしやすい環境整備により職住近接、働きやすい街を目指す必要がある

のではないか。

⑥ 宿泊者数 （区内宿泊者は少ない。民間消費も区外へ流出している状況）

→ 来街者を誘引し、区外からの区内消費を喚起することで流入所得をあげる必要があるのではないか。 1
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１ー①（現在の）経済産業政策の方向性・考え方
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 産業は区民生活の基盤。特に、世田谷は個人事業主、中小・小規模事業者が多く、生活に直結。

 活力ある区内経済・区内産業は、事業者の生活を守るのみならず、区民の生活の質の維持・向上、活力あ
る街の土台。

 生産（付加価値額）の向上、地域内分配（所得）の率の向上、地域内支出率の向上を念頭に政策の
組立てを行うとともに、地域や事業者の現場の課題をくみ上げながら具体的な施策を展開していく。

 社会・地域課題の解決にも産業的観点から取組を促し、持続可能な地域経済の構築を目指す。

分配（所得）

支出
生産

（付加価値額）

• 区内事業者の生産性（付加価
値額）向上

• 事業者間の連携強化、新たな
展開支援、人材育成等

• 起業創業率、開業率の向上

• 職住近接（一体）の推
進に向けた環境整備

• 多様な働き方の推進

• 区内消費の喚起
• 来街者の誘引によ
る消費獲得

• 域外からの投資の
獲得

社会・地域課題の解決

地域経済の持続可能な
発展

（地域経済循環）

• 区民が自ら参画できる
環境整備

• 事業者の取組を後押し
• 担い手となる人材育成



１ー②（現在の）産業政策の方向性・考え方（地域経済の持続可能な発展条例）

 令和４年４月、産業振興基本条例を「地域経済の持続可能な発展条例」として改正。

 非経済的な価値も重視し、地域・社会課題の解決と、経済的発展との両立を実現することで地域経済の持

続可能な発展を目指す。

 理念・目的の実現に向けて、４つの基本的方針（①多様な地域産業の基盤強化、②起業促進、多様な

働き方の実現、③地域課題解決に向けたソーシャルビジネスの推進、④持続可能性を考慮した事業活動

及びエシカル消費の推進）を設定。

 事業者を軸としながらも、区民一人ひとりの存在や役割向上を踏まえ、区民にも理解と協力を促す。
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２－①区内産業の状況（地域経済循環）
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 世田谷区の地域経済循環率は113.1％（2018年）。 ※詳細は下記及び次ページ参照

 「生産（付加価値額）」は約4.3兆円。2010年から2018年にかけての増減率は約5.3％。

 「支出」を見ると、地域内での民間消費の流出入率は‐11.2％となっており、消費は地域外へ流出傾向。

22,020億円

2,775億円

5,052億円

994億円

6,798億円

8,384億円

3,630億円

20,873億円

8,647億円

13,727億円

39,986億円

3,254億円

地域経済循環 ：生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値。地域経済の自立度を示す（値が低いほど、他地域から流入する所得への依存度が高い）
「生産（付加価値額）」：地域が生産した商品やサービス等を販売して得た金額から、原材料費や外注費といった中間投入額を差し引いた付加価値額。
「分配（所得）」 ：地域産業が稼いだ付加価値額がどのように所得として分配されたかを示す。雇用者に支払われた「雇用者所得」と、財産所得、企業所得、交付税、社会保

障給付、補助金等、雇用者所得以外の「その他所得」で構成。地域内の住民・企業等が稼ぐ所得より、地域の産業が分配する所得が少ない場合は、その差
額が赤色で表示され、地域外から所得が流入していることを意味する。他方、地域内の住民・企業等が稼ぐ所得より、地域の産業が分配する所得が多い場
合は、その差額が空白の四角で表示され、所得が地域外に流出していることを意味する。

「支出」 ：地域内の住民・企業等に分配された所得がどのように使われたかを示す。住民の消費等を示す「民間消費額」、企業の設備投資等を示す「民間投資額」、
政府支出、地域内産業の移輸出入収支額等を示す「その他支出」で構成。地域内の住民・企業等が支出した金額より、地域内に支出された金額が少ない場
合は、その差額がグラフでは空白の四角で表示され、支出が地域外に流出していることを意味する。他方、地域内の住民・企業等が支出した金額より、地
域内に支出された金額が多い場合は、その差額が赤色のグラフとして表示され、支出が地域外から流入していることを意味する。

• 地域住民による地域内の民間消費額は
約2.2兆円（左グラフ：青四角部分）。

• 一方、「地域外から流入する消費額」
と「地域内住民の地域外での消費額」
の差し引きは、-2,775億円（左グラフ：
白四角部分）であり、支出が地域外に
流出（支出流出入率は‐11.2％）。

• 地域の産業が分配する所得は約2兆円（左グラ
フ：青四角部分）。

• 一方、「地域産業が地域外に分配する所得」
と、「地域住民が地域外から得る所得」の差
は＋3,630億円（左グラフ：赤四角部分）なっ
ており、雇用者所得は域外から流入。

• 地域の産業が生み出した
付加価値額は約4.3兆円。

• 2010年から18年にかけて
の増減率は5.3％と23区内
でも高くはない。

出典：RESAS（環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）、地域経済循環分析より



２－① （参考）他区の地域経済循環等の状況
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＜2018年＞ 地域経済循環率

生産（付加価値額）
の増減率（2010年－
2018年）

支出流出入率
（民間消費）

千代田区 693.0% 8.9% 1539.1%

中央区 504.6% 5.2% 324.4%

港区 478.7% 18.6% 393.9%

新宿区 323.4% 11.9% 224.1%

文京区 189.3% 1.9% 45.1%

台東区 212.5% 2.1% 84.5%

墨田区 149.1% 7.2% -10.3%

江東区 171.3% 24.2% 2.4%

品川区 187.8% 11.8% 16.3%

目黒区 145.1% 7.8% 0.8%

大田区 112.0% 12.0% -25.0%

世田谷区 113.1% 5.3% -11.2%

渋谷区 337.7% 10.2% 206.2%

中野区 108.5% 8.4% -21.0%

杉並区 89.3% 12.7% -31.8%

豊島区 178.8% 5.4% 87.9%

北区 103.7% 9.8% -12.5%

荒川区 86.3% -8.5% -21.7%

板橋区 93.2% 1.7% -24.9%

練馬区 76.4% -12.5% -18.4%

足立区 80.5% -12.7% -1.4%

葛飾区 67.5% -11.8% -19.6%

江戸川区 68.2% -9.5% -25.0%

■23区の地域経済循環率等

出典：RESAS（環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）、地域経済循環分析より作成 5



２ー②区内産業の状況（事業所数の推移）

 区内事業所数は直近では減少傾向。

 特に、主要産業である卸売・小売業、雇用を支えてきた飲食業などで減少。構成割合も減少傾向にあり、
区内産業構造も変化しつつある。
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6
出典：経済センサスより作成（※2021年は経済センサス活動調査速報集計より作成）



２ー②区内産業の状況（企業あたり売上高、付加価値額）

 １社あたり売上高および付加価値額は、世田谷の主要産業である卸売・小売業で低下。一方、情報通信
業における生産性は向上。区内で生み出される売上高及び付加価値額にしめる業種構成も大きく変化。

 既存の主要産業の活性化支援に力を入れていく必要性があるのではないか。

※付加価値額＝売上高ー費用総額+給与総額+（租税公課）
（費用総額＝売上原価+販売費及び一般管理費）
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１社あたり付加価値額の推移

2012年 2016年

（出典）RESAS、経済センサスより作成

2012年度

１社当たりの売上高の推移
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２ー② 区内産業の状況（商業）

 区内商業拠点の年間商品販売額は減少傾向。10年強で1000億円以上/年の売上低下。

 各拠点別で見ても右肩下がりの傾向の拠点が多く、特に三軒茶屋は年間100億円の減少。一方、二子玉
川駅周辺は大きく売上増加。

 自宅周辺商店街の利用頻度は低下し、ECを活用した購買が増加していると推測される。
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H14 H19 H26 （出典）経済産業省「商業統計」より作成
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２ー② 区内産業の状況（雇用と稼ぐ力）

出典：総務省統計局 地域の産業・雇用創造チャート‐統計で見る稼ぐ力と雇用力‐より作成

「雇用力」：雇用を生み出す力を表す。数値が高くなるほど雇用を生み出す力が強いことを示す。

「稼ぐ力」：地域外からどれだけ資金を稼いでいるかを表す。数値が大きくなるほど地域外から稼ぐ力が強い。

 雇用力については、飲食業、医療業、飲食料品小売業、社会保険・社会福祉・介護事業などの雇用力が
高く、区内の雇用を支えている。

 稼ぐ力については、インターネット付随サービス業（情報通信業）等の域外から稼ぐ力が高いが、総じて域
外から稼ぐ産業が少ない。

■地域の産業・雇用創造チャートー統計で見る稼ぐ力と雇用力（世田谷区）

40インターネット付随
サービス業

66補助的金融業等

81学校教育

76飲食店

58飲食料品小売業

83医療業

85社会保険・社会福祉・介護事業

69不動産賃貸業・管理業

82その他の教育、学習支援業

57織物・衣服・身の回り品小売業

43道路旅客運送業

92その他サービス業

60その他の小売業

78洗濯・理容・美容・浴場業

39情報サービス業

50各種商品卸売業

56各種商品小売業
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出典：世田谷区「新型コロナウイルス感染症の影響、キャッシュレス決済に関するアン
ケート」（令和２年●月）

２ー③区内産業の状況（事業者の抱える課題）
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（営業力・販売力の強化、新規顧客・販路開…

人材の確保・育成、働き方の改善

後継者の育成・決定

商品・サービスの高付加価値化（ブランド化）

新商品・新サービスの開発

ITの利活用（HP等による情報発信、

インターネットによる受発注、間接業務の削…

財務（運転資金の確保、設備投資資金の確保、

コストの削減、借入金の削減）

技術・研究開発（新技術開発、技術力の強化）

生産・製造（設備増強、設備更新、設備廃棄）

その他

（ｎ＝287）

出典：「せたがやエコノミックス区内事業者の実態調査（令和３年10月時点）」より作成

■持続的な経営を目指す上での中長期的な課題（複数回答可）
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営業時間の変更

融資・補助金の活用

固定費用の見直し

感染予防措置の周知

■コロナ禍における経営面での工夫(N=237)
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感染予防措置の周知

■今後予定している取組み(N=237)

出典：世田谷区「新型コロナウイルス感染症の影響、キャッシュレス決済に関するアンケート」

 中長期的な課題は「営業・販路開拓」や「人材の確保・育成、働き方の改善」が多い。

 コロナ禍において、「新商品・新サービスの開発」、「生産性向上のためのIT導入」等を今後の取組みとして掲げ
る事業者が多かった。

 新たな状況変化への対応や人材育成等の支援に注力する必要性があるのではないか



２ー③区内産業の状況（DX、ITの活用）

 DXについて、「全く知らない」、「内容は知らない」、「特に対応は検討していない」とする消極的姿勢の区内事
業者の割合は83％。一方、積極的姿勢の割合は約16％。

 IT活用について、IT活用に積極的でないまたは活用が進んでいない事業者の割合が多い。また、人材が不
在なことやITを使いこなすスキルに関する課題が上位を占める。

■DXへの理解と取組（世田谷内事業者）

N=301

■ITの活用状況（東京都及び世田谷の比較）

出典：せたがやエコノミックス付帯調査（2021年10月実施）より作成

出典：せたがやエコノミックス付帯調査（2021年10月実施）及び東京商工会議所「IT活用実体調査報告書（2021年2月）より作成 11
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IT導入の旗振り役が務まるような人材がいない

従業員がITを使いこなせない

業務内容にあったIT技術や製品が見つからない

コストが負担できない

頼りになるアドバイザー等がいない

導入の効果がわからない、評価できない

サイバーセキュリティリスクがある

既存システムが稼働し、最新システムに移行できない

■IT活用にあたっての課題（複数回答可）



２ー③区内産業の状況（SDGsへの理解）

 SDGsについて、「全く知らない」、「内容は知らない」、「特に対応は検討していない」とする消極的姿勢の区内
事業者の割合は78％に上る。一方、積極的姿勢の割合は約22％。全国平均と比較しても差は大きい。

 SDGsに取り組む際の課題としては、「何から取り組んでいいか分からない」、「社内での理解度が低い」、「取り
組むことによるメリットが分からない」などが上位を占める。

■SDGsへの理解と取組（全国及び世田谷の比較）

出典：せたがやエコノミックス付帯調査（2021年10月実施）及び帝国データバンク「SDGsに関する企業の意識調査（2021年）より作成
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■ＳＤＧｓに取組む際の課題（複数回答可）



２ー④区内産業の状況（開業率、起業意向）
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■23区における開業率比較（H26~28年における2か年実績） ■将来の起業意向

（ｎ＝1000）
（令和４年１月時点）

出典：出典：「世田谷区のまちなか観光及び社会経済に関する調査（2022年1月）」より作成

 世田谷区の開業率は11.7％。起業意向は30代が最も高くなっている。

 地域経済活性化に向けて起業創業率の向上、及び教育や普及への取組みは重要であり、必要な施策を展
開していく必要性があるのではないか。

■世田谷区における業種別開業率



 「働く上で重視する条件」として、勤務場所は重要な事項。多様な働き方の実現を目指す上では、近隣に働く
場が存在することや、自ら事業を起こしやすくすることは重要。

 兼業・副業については、行っている人も１/３に上り、意向や必要性は一定程度認められる状況。

 近隣での働く場や自ら事業を起こしやすい環境整備により職住近接、働きやすい街を目指すべきではないか。

２ー⑤区内産業の状況（多様な働き方の実現）

■兼業・副業の意向とその理由

出典：「世田谷区のまちなか観光及び社会経済に関する調査」より作成
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■働く上で重視する条件
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（ｎ＝83）
（令和４年１月時点）

（ｎ＝1000）
（令和４年１月時点）



 地域毎に事情が異なるため（観光・地域資源や宿泊キャパシティ等）一概に比較できないが、世田谷区内
への宿泊者数は少ない。

 宿泊キャパシティの増加は困難な面もあるが、来街者を誘引する取組により地域内消費を促し、地域経済循
環や地域産業・地域経済の活性化に寄与していくべきではないか。

２ー⑥区内産業の状況（宿泊者数）

■世田谷区内への延べ宿泊者数（日本人）と居住地別の構成割合
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世田谷区内の延べ宿泊者数（日本人）

出典：RESAS（観光予報プラットフォーム推進協議会「観光予報プラットフォーム」）より作成

■23区内への延べ宿泊者数（日本人）（2021年）
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